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第 4 章 生産要素の供給と貿易パターン 

 

Web 資料 4-2 可変的投入係数の場合に生産可能性フロンティアが曲線になる

理由 

 

 投入係数の決定  

可変的投入係数の場合の，生産要素間の代替関係は，図 4－W2 のように描かれる。曲線

11II は，第 1 財を 1 単位生産するのに必要な資本と労働の投入量である 1Ka と 1La がとりう

る組合せを表した，第 1 財の等量曲線である。同様に，曲線 22II は 1 単位の第 2 財に対応

する等量曲線である。 

 

図 4－W2 投入係数の決定 

 

  

 補 論 
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 等量曲線は原点に対して突き出た形状を想定する。これは，生産要素間に代替可能性が

あるので，ある生産要素の投入量を増やせば，別の生産要素の投入量を減らしても 1 単位

の生産は維持できるが，この後者の生産要素の節約効果は，前者の生産要素の投入量が大

きくなるにつれて小さくなることを意味している。等量曲線の接線の傾きの大きさは，技

術的限界代替率と呼ばれる。この場合，労働を 1 単位増加させた時に，同一の生産量を達

成するのに削減すべき資本の量を表している。 

 このような生産技術を想定すると，第 i 財の生産を行うときの資本投入係数 Kia と労働投

入係数 Lia は，賃金率と資本レンタルの比率が与えられれば，それぞれただ 1つの値を取る

ことになる。これは，ある資本・労働投入係数によってすべての生産を行う代わりに，全

生産量をたとえば 2 つに分割して，片方の生産での投入係数ともう片方の生産での投入係

数を違う値にすることで，生産費用を抑えようとしても，それはできないということを意

味する。これは次のようにして確かめられる。 

 第 2 財の等量曲線 22II 上で任意の 2 つの点，たとえば点 2B と点 2C を選ぶ。すると，線

分 22CB 上の任意の点は，第 2 財を 1 単位生産する際に，点 2B での資本・労働投入係数を

使って α単位（0≦ α ≦1）生産し，点 2C での資本・労働投入係数を使って 1－α単位生産

するように分割した場合の，資本と労働の投入量の組合せを示している。しかし，等量曲

線は直線 22CB の左下にあるので，直線 22CB 上のどの点でもそれより少ない資本と労働で

同じ 1 単位の第 2 財を生産できる投入係数の組合せが存在する。 

 生産者が等量曲線上のどの点を選択するかは，名目賃金率と名目資本レンタルの比率に

依存する。両者の比率 RW （賃金・レンタル比率）が与えられると，総生産費用

KiLii RaWaC  を等しくするような Kia と Lia の組合せである等費用線が描ける。総生産

費用の式を変形すると，等費用線は 

 
R

C
a

R

W
a i

LiKi   

となる。図4－W2では，2本の等費用線， 11vv と 22vv が描かれている。どちらも傾きは RW

である。 22vv の方が 11vv よりも左下にあるので，総生産費用 iC がより低い等費用線である。 

 第 2 財の等量曲線は 22II であるので，この生産技術のもとで 1 単位生産する費用を最小

にするような投入係数の組合せは，等量曲線 22II と等費用線が接するところで決まる。こ

こでは 22vv が 22II と接する等費用線で，投入係数は点 2A で決まる。点 2B や点 2C で生産す

ると，等費用線 11vv で表される総生産費用がかかるが，これは等費用線 22vv で表される総生

産費用よりも高いので，最適な選択ではない。他方，第 1 財の生産における投入係数の組

合せは，等量曲線 11II と等費用線 11vv が接する点 1A で決まる。もちろん，等費用線 22vv の

方がより低い総生産費用に対応しているが， 11II と接しないため，この総生産費用ではいく

ら投入係数を調整しても，第 1 財を 1 単位生産することができない。等量曲線の傾きは技

術的限界代替率であり，等費用曲線の傾きは賃金・レンタル比率なので，投入の組み合わ

せは技術的限界代替率と賃金・レンタル比率が等しいところで決まる。 
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 点 1A から決まる第 1財生産における資本・労働投入係数比率 11 LK aa は，原点 O と点 1A

を結んだ直線の傾きである。これは，点 2A から決まる第 2 財生産における資本・労働投入

係数比率 22 LK aa ，すなわち原点 O と点 2A を結んだ直線の傾きよりも小さい。これは，第

1 財が労働集約的であり，第 2 財が資本集約的であることに対応している。 

 

 効率軌跡と生産可能性フロンティアの関連  

 前項のような可変的投入係数を考えると，1人当たり生産可能性フロンティアは本書の図

4－A1（121 ページ）のような曲線になることを，図 4－W3 のボックス・ダイアグラムを

用いながら，以下に厳密な形で示す。 

I22

O1

O2

図4－W3 ボックス・ダイアグラム

1人当たり労働量（1）
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図 4－W3 の横軸の長さは 1 人当たりが保有している労働量で，これは設定より 1 単位で

ある。また，縦軸の長さは 1 人当たりが保有している資本量で，これは自国では k 単位で

ある。自国の労働者は保有する労働量と資本量をすべて用いて第 1 財と第 2 財を生産し，

所得を得る。第 1財の等量曲線群は，左下の 1O を原点として，
1

1I ，
2

1I ，
3

1I ，
4

1I と描かれ

ている。これらの等量曲線は，左下に位置するほどより少ない第 1 財の数量に，右上に位

置するほどより多くの第 1 財の数量に，それぞれ対応している。また，第 2 財の等量曲線

群は，右上の 2O を原点として，
1

2I ，
2

2I ，
3

2I ，
4

2I と描かれている。これらの等量曲線は，

右上に位置するほどより少ない第 2 財の数量に，左下に位置するほどより多くの第 2 財の
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数量に，それぞれ対応している。 

図 4－W3において，第 1財と第 2財の等量曲線群が接する点をつなげた曲線 21ABOO は，

効率軌跡と呼ばれる。「効率」と付くのは，この線上においては労働と資本をどのように第

1財と第 2財の生産に再配分しても，両財の生産を共に増やすことはできないということに

よる。逆に，労働と資本の配分が効率軌跡上になければ，生産要素を再配分することで，

一方の財の生産を減らすことなく，もう一方の財の生産を増やすことができる。たとえば，

図中の点C は効率軌跡上にない。このとき，生産要素の配分を点C から点 Aに変えれば，

第 1財の生産を減らすことなく，第 2財の生産を増やすことができる。同様に，配分を点C

から点B に変えれば，第 2 財の生産を減らすことなく，第 1 財の生産を増やすことができ

る。 

効率軌跡の定義は，生産可能性フロンティアと同じである。そして，図 4－W3 の効率軌

跡 21ABOO は，図 4－W4 の投入係数が可変的なときの 1人当たり生産可能性フロンティア

TTAB に対応している。図 4－W3 の点 1O は，労働者が保有するすべての労働と資本を用

いて第 2財を生産している状態であり，これは図 4－W4 の点T に対応する。また，図 4－

W3 の点 2O は，労働者が保有するすべての労働と資本を用いて第 1 財を生産している状態

であり，これは図 4－W4 の点T に対応する。第 1 財が労働集約的，第 2 財が資本集約的

という設定より，効率軌跡 21ABOO は直線 21OO の下に位置する。 

なお，ここでは規模の経済はないと想定している。すなわち，労働と資本の投入量を同

時にα倍すると,生産量もα倍になるとする。このとき生産関数は一次同次であると言う。

また，原点から出る直線上では，等量曲線の傾きは等しい。たとえば，図 4－W3 において

点 A，点Cおよび点Bでは第 1 財の等量曲線の傾きは等しい。点 Aにおける第 1 財の等

量曲線の傾きの大きさは点 Aにおけるそれよりも小さく，点B における第 1 財の等量曲線

の傾きの大きさは点Bにおけるそれよりも大きいので，点 Aから点B に移動すると第 1財

の等量曲線の傾きはより大きくなっている。すなわち，効率軌跡上で生産要素の配分を原

点 1O から原点 2O に向かって動かしていくと，第 1財の等量曲線の傾きは徐々に大きくなる。

第 2財についても同様のことが言える。 
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B
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T

第２財の量

第１財の量
O

図4－W4 1人当りの生産可能性フロンティア

•

•

 

効率軌跡や生産可能性フロンティアは生産技術と生産要素の制約から定義されるもので

あるが，費用最小化の条件を用いて定義することも可能である。効率軌跡上で両財の等量

曲線に共通の接線を描き，その接線の傾きを賃金・レンタル比率と見なしてみよう。図 4

－W2 と対比させればすぐ分かるように，効率軌跡上では両財ともその賃金・レンタル比率

のもとで費用を最小化している状態となっている。すなわち，効率性軌跡あるいは生産可

能性フロンティアは，生産要素の制約を満たしつつ，両財が共通の賃金・レンタル比率の

もとで費用を最小化している状態として定義することが可能である。したがって，効率軌

跡上で生産要素の配分を原点 1O から原点 2O に向かって動かしていくと，技術的限界代替率

が大きくなっていくので，賃金・レンタル比率も高くなっていくと言うこともできる。こ

こでは，第 1 財が労働集約的であるため，第 1 財の生産量が拡大するにつれて労働需要も

相対的に大きくなり，賃金・レンタル比率が高まると考えられる。 

 

 生産可能性フロンティアの形状の証明  

図 4－W4 の 1 人当たり生産可能性フロンティア TTAB が外側にふくらんだ形になり，

原点Oに対して凹であるのは，次のようなステップを踏んで確かめることができる。第１

に，生産可能性フロンティアの接線の傾きは第１財と第２財の限界費用の比率として表わ

すことができる。第２に，賃金・レンタル比率が高くなると，第１財（労働集約財）と第

２財（資本集約財）の限界費用の比率（あるいは生産可能性フロンティアの傾き）が大き

くなる。第３に，上述の結果と結び合わせ，第１財の生産量を増加させていくと賃金・レ

ンタル比率が高まり，生産可能性フロンティアの接線の傾きが大きくなることを示す。（以

下の解説については，多少数学的な知識を必要とするので読まなくても構わない。） 
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まず，生産可能性フロンティア TTAB の接線の傾きは，（生産者が費用最小化を行ってい

る場合に）第 1 財と第２財の限界費用の比率に等しいことを示そう。第 i 財の生産関数を

( , )i

i i iY F L K としよう。各財の生産量の変化分は以下のように表すことができる。 

2 2

2 2 2L KdY F dL F dK   

1 1

1 1 1L KdY F dL F dK   

ここで， /i i

L iF F L   と /i i

K iF F K   は，それぞれ，第 i 財の労働と資本の限界生産力

を表す。生産可能性フロンティア上では労働も資本も完全雇用されているので， 

2 1dL dL  および 2 1dK dK  が成り立つ。これらの式から， 

 

2 2 2 2

2 1 1 1 1

1 2 1 1

1 1 1 1 1

L K K

L K K

dY F dL F dK F MRS dL dK

dY F dL F dK F MRS dL dK

    
     

    
 

となる。ここで， /i i i

L KMRS F F は第 i 財の技術的限界代替率（等量曲線の接線の傾きの

大きさ）を表す。生産可能性フロンティア（あるいは効率軌跡）上では，両財の技術的限

界代替率は等しいので， 
2

2

1

1

K

K

dY F

dY F
   

となる。これは，生産可能性フロンティアの接線の傾きが資本の限界生産力の比率に等し

いことを表している。第ｉ財の限界費用（ iMC ）は 

i
i i i

i i i

dL dKdC
MC w r

dY dY dY

   
     

   
 

と表すことができる。上述の生産量の変化分を表した式を変形すると， 

1i i i

i

i i K

dL dK
MRS

dY dY F

   
    

   
 

を得る。費用が最小化されていれば，各財の技術的限界代替率は賃金・レンタル比率（ /W R）

に等しいので，これらの式から 

i i i

i

i i K

dL dK R
MC W R

dY dY F

   
     

   
 

となる。すなわち，第ｉ財の限界費用は名目レンタルと資本の限界生産力の比率で表され
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る。したがって， 

1 1

2

2 2

1

/

/

K

K

dY R F MC

dY R F MC
    

となり，生産可能性フロンティアの傾きは限界費用の比率に等しいことが分かる。 

 次に，第１財の生産量を増やしていけば，第１財と第２財の限界費用の比率が高まるこ

とを示そう。ここでは，各財の費用最小化から得られる単位費用関数を用いて説明する。

単位費用関数とは，財を一単位生産する時にかかる費用を表している。生産関数が一次同

次であれば，単位費用関数は名目賃金と名目レンタルのみに依存し，またそれらの変数に

関して一次同次であることが知られている。さらに，単位費用関数を名目賃金で偏微分す

れば労働投入係数，名目レンタルで偏微分すれば資本投入係数となることも知られている。

総費用は，単位費用関数に生産量を掛け合わせたものであるから，単位費用関数は限界費

用あるいは平均費用にも等しい。そこで，第 i 財の単位費用関数を ( , )ic W R とすると，限

界費用の比率は， 

1 1 1

2 2 2

( , ) ( ,1)

( , ) ( ,1)

MC c W R c

MC c W R c




   

となる。ここで， /W R  は賃金・レンタル比率であり，２番目の等式は単位費用関数の

一次同次性の性質を用いることで導出できる。 

そこで賃金・レンタル比率が変化した時に限界費用の比率がどのように変化するかを見

てみよう。上式を微分することにより， 

1 2 1 2 1 2

2 2

( / ) ( / ) ( / )

( )

d MC MC c c c c

d c

 



    
  

となる。単位費用関数の性質を用いれば， 

1 2 1 2

2 1

1 2

1 2 2 1 1 2

2 1
1 2

2 1

( / ) ( / )

( ) ( )

L L

L L K L K L

K K
L L

L L

c c c c

a c c a

a Wa Ra Wa Ra a

a a
Ra a

a a

     

 

   

 
  

 

 

となるので，第２財が資本集約的であれば，
1 2( / ) / 0d MC MC d  を得る。すなわち，賃

金・レンタル比率が高まれば第１財と第２財の限界費用の比率も高まる。 

 先に効率軌跡上を原点 1O から原点 2O に向かって移動すると賃金・レンタル比率が高まる

ことを示した。これは生産可能性フロンティア上をT からT に向かって移動すると賃金・

レンタル比率が高まることを意味している。賃金・レンタル比率が高まれば，第１財と第

２財の限界費用の比率も高まるので，生産可能性フロンティアの接線の傾きも大きくなっ

ていく。すなわち，生産可能性フロンティアは外に向かって膨らんだ形状になる。 


